
【定量把握】
• 非常勤職員を雇用した場合と、請負業者に委託した場合とのコストを比較し、アンケート１枚当た

り約10円のコスト差が生じていることから、委託することで「コスト差×枚数」分の節減効果が得
られた。

【定性把握】
• データ入力業務を委託することで職員のルーティン業務の作業量が減った結果、企画・立案等業務

に従事することが可能となり、副次的な効果が得られた。
• 調査票の作成から発送、受取、データ入力に加え、集計・分析、調査結果報告書作成までの作業を

パッケージ化して発注することにより、業者の有する専門知識・ノウハウを活用することができた。
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総 括 調 査 票 （行政経費等に係る府省横断的な調査）

調査事案名 （38）データ入力業務の請負等に係る経費
調査対象
予 算 額

【参考】令和３年度（調査対象実績額）：6,133百万円の内数
※調査対象先からの報告額を積み上げ

府省名 各府省
会計

一般会計
特別会計

項 ― 調査主体 共同

組織 ― 目 ― 取りまとめ財務局 （関東財務局）

①調査事案の概要

【事案の概要】

各官署は、申請書、アンケート、報告書、各種データなどの紙書類や電子データ
を、あらかじめ定められた様式やシステム等に入力等するための業務（以下「デー
タ入力業務」という。）について、外部業者と請負等の業務委託契約を締結し、事
務を執行している。
今般、各官署におけるデータ入力業務の請負等に係る契約の有効性・効率性や、

契約の適正な履行の確保に向けた取組等を把握するために、調査を行ったものであ
る。

②調査の視点

【調査対象年度】
令和３年度

③調査結果及びその分析

※調査対象外
・一契約の中にデータ入力業務以外の業務が含まれ、データ入力業務が主たる
業務ではないもの

・基データが音声のもの
・派遣契約のもの（対象は業務委託契約のみ）

１．契約の有効性・効率性について

２．契約の適正な履行の確保（無断再委託の未然防止）

（１）費用対効果等の把握状況等について
（２）入力誤り等の再発防止について
（３）基データの電子化について

１．契約の有効性・効率性について

外部委託を行うべきかどうかの事前検討段階において、委託す
ることによるコストと、職員が当該作業を行う場合の内製コスト
相当額や事務負担量を比較検討していない契約が約８割であっ
た。【図１】

①コスト比較有無（事前把握）

外部委託による成果物の受領後、無駄や非効率はなかったか
や、外部委託によりどのような効果があったかなどの費用対効果
の確認を行っていない契約が過半であった。【図２】

②費用対効果確認有無（事後把握）

（１）費用対効果等の把握状況等について

【調査契約件数】
189件（407先のうち83先で契約あり。また、１先当たり金額上位10件を回答上限とした。）

（１）契約書等への記載状況等
（２）再委託の実施状況等

【定量把握】
• 職員（非常勤含む）が当該作業を行った場合の内製コストと、委託した場合のコスト（発注予定金

額や参考見積額）を事前に比較し、委託した方が経済的であることを確認している。
[内製コスト計算例]１時間当たり職員人件費（円）×作業時間（時間）×作業件数（件）×人数

【定性把握】
• 非常勤職員による内製での実施も考えられたが、多くの量を短時間で集中的かつ正確に入力を実施

するなどの専門的スキルが必要となることに加え、内製の場合には、作業場の確保や入力機器の調
達、システム構築、さらには監督職員も必要となることを総合的に勘案し、委託による実施とした。

【実例】事前のコスト比較

あり

21%

なし

79%

【図１】（事前把握）
コスト比較有無

あり

45%
なし

55%

【図２】（事後把握）
費用対効果確認有無

(n=189)

(n=189)【実例】事後の費用対効果確認

（参考）データ入力業務の種類の例
定型様式への単純入力、入力様式の作成を含めたデータ入力、集計、分析、
プログラム作成、その他

【調査対象先数】
407先（本府省等44先、地方支分部局等363先（※））
（※）事務所等出先機関を含まない。

３．契約の競争性の確保



総 括 調 査 票 （行政経費等に係る府省横断的な調査）

調査事案名 （38）データ入力業務の請負等に係る経費
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③調査結果及びその分析

（３）基データの電子化について

データ入力の基データは、主に紙と電子に区分されるが、今回の
調査対象においては基データが紙のものよりも電子のものが多く、
電子化が一定程度進んでいる状況となっていた。
併せて、紙と電子の別による補正の発生割合について確認したと

ころ、入力ミスの発生元になりやすい紙資料のデータ化工程を省略
できる電子の方が補正の発生割合が少なかった。【図６】

電子化することのメリットとしては、補正の発生割合の抑制のほ
かにも、紙の印刷・配布・回収・保管等のコストや、紙資料のデー
タ化・集計作業等のコストの節減につながるなど、効率性の向上に
資することが挙げられる。

そうした中、今回の調査対象を確認したところ、基データが過去
の紙資料である等の特性上、電子化が困難なものも見られたが、電
子化に移行する余地がある事案も見られた。【表１】

【表１】電子化への移行余地がある事案例
（調査結果から分析）

【図６】基データ態様別件数
及び補正発生割合（%）

一部の官署では、職員の健康管理に関す
るアンケートの実施に当たり、紙形式での
実施に限定しているため、電子形式での実
施と比較すると、回収した紙アンケートを
データ化する作業分のコストが発生してい
る。

府省等内の異なる地方支分部局において、
同一業務であるにもかかわらず、基データ
の取扱いが紙と電子に分かれており、契約
内容を比較すると、電子の方が単価が安価
となっている。

【実例】 業務情報のデータ入力
紙 ：A官署＠約110円
電子：B官署＠約30円
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④今後の改善点・検討の方向性

経費削減や業務効率化等の観点か
ら、基データを電子化できるかどうか
を確認し、電子化が可能なものについ
ては電子化すべきである。

成果物精度向上策を講じることによ
り精度確保・改善が図られている事例
もあることから、補正作業を軽減する
ため、必要に応じて、入力誤り等の再
発防止に向けた善後措置を講じるべき
である。

（１）費用対効果等の把握状況等に
ついて

１．契約の有効性・効率性について

（２）入力誤り等の再発防止について

（２）入力誤り等の再発防止について

データ入力業務の特徴として、多くの入力量を伴うものや、専門性が求められる
ものがあるため、一定割合の入力誤り等の発生があらかじめ想定されている場合が
あるが、入力誤り等が発生すると、データ入力業務の完了後に、請負等業者あるい
は発注元の職員による補正作業が発生するため、効率性の観点からは、可能な限り
において、入力誤り等の再発防止を図ることが望ましい。

今回の調査対象のうち、過去に同様の業務の請負等を行っていた「既存」の事案
は８割を超えており、これら既存事案の中には、入力誤り等により補正が発生して
いるものが約３割見られた。【図３】【図４】

補正が発生した要因については、業者側の誤りによるもののほか、発注者側の指
示が不十分なことなど国側に起因する場合もあった。また、これらの要因を踏まえ
た再発防止策の実施など、成果物の精度を上げるための対策が取られていないもの
が約３割見られた。【図５】

あり

27%

なし

73%

【図４】補正有無

あり

67%

なし

33%

既存

85%

新規

15%

【図３】新規・既存の別

(n=161)

(n=189)

(n=43)

【図５】成果物精度向上策実施有無

事前・事後において費用対効果等の
把握を行い、節減効果が把握できてい
る事例もあることから、支出を伴う以
上、事前や事後において費用対効果等
を把握の上、対外的に説明できるよう
に努めるべきである。

• 検収作業で把握した誤りについて、原因究明と再発防止策の検討を業者側に指示し、報告を受けた再発防止策の実効性を確認の上で指導するほ
か、定例会議等においても改善状況を確認した。
（再発防止策の具体例）…納入前チェック体制の整備、ミス事例の共有、入力マニュアルの改訂等

• 精度確保のため、担当者を代えて照査する作業（ベリファイ）を業者側に義務付け、さらに読み合わせも課している。
• 仕様書において、作業中に生じた問題への提案書の提出を規定し、現状の問題点を抽出することで精度向上につなげている。
• 本作業の前に、サンプルとして100件程度の入力を依頼し、入力の際に生じた不明点をリスト化した上で、不明点への回答を作成している。さ

らに、作業中の疑問点についても随時対応する体制を確保しており、これらの対応を通じて、入力担当者によるばらつきを回避できている。

【実例】成果物精度向上策

（３）基データの電子化について
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③調査結果及びその分析 ④今後の改善点・検討の方向性

２．契約の適正な履行の確保（無断再委託の未然防止）

今回の調査対象の多くでは再委託がなされていなかったものの、ごく一部で無断
再委託が発覚し事後に承認したものが見られた。【図10】
また、再委託については契約書等で契約相手方から申告がなされる取扱いとして

いる場合が多いことなどから、再委託が行われていないと回答があったうち、おお
よそ半数の契約においては、無断再委託が行われていないかや、今後の再委託の予
定はないかといった自発的な期中の確認はなされていなかった。【図11】

不可

44%
可

56%

再委託については、業務上そもそも認めない取扱いとしている割合がおおよそ半数
であったが、そのうち、契約書又は仕様書に再委託の禁止条項等を明記していない
ものが見られた。【図７】【図８】
また、明記をしていない上に、無断再委託が行われていないかや、今後の再委託の

予定はないかといった自発的な期中の確認をしていないものが見られた。【図９】

（１）契約書等への記載状況等

（２）再委託の実施状況等

２．契約の適正な履行の確保

（無断再委託の未然防止）

２．再委託の適正化を図るための措置
・一括再委託の禁止
・再委託の承認
・履行体制の把握 等

※関連部分抜粋

【図７】
再委託の可・不可

記載

なし

24%
記載

あり

76%

【図８】
契約書等への
記載有無

確認

なし

85%

確認

あり

15%

【図９】
期中の確認有無

なし

92%

あり

(事前承認)

7%

あり
(事後

承認)

1%
確認

なし

53%

確認

あり

47%

【図10】
再委託有無

【図11】
期中の確認有無

(n=189)

(n=84) (n=20)

(n=189)

(n=173)

【参考】公共調達の適正化について
（H18.8財務大臣通知）

再委託の
メリット

・大規模なものや専門性の高いものであっても、受託者側が対応しやすい。
・受託者単体で業務を引き受けるよりも、コストを安く抑えられる可能性がある。

同デメリット ・情報漏洩のリスクが高まる。 ・業務管理上のコントロールが難しくなる。

・業務監査や、受託者オフィスへの立入検査を実施。
・週に２～３回程度の業務進捗状況の確認時、併せて再委託の有無を確認。
・書類の一時返却を定期的に求める仕様とし、無断再委託ができにくいフローとした。

無断再委託防止策
導入実例

昨今、無断再委託の事例が見受けら
れているため、適正な情報管理の観点
等から、官署の取組事例を参考に、無
断再委託を未然防止するための自発的
な取組を行うことが望まれる。

具体的には、再委託をそもそも認め
ないこととしている場合には、契約書
等へその旨の記載を行うなど、再委託
を認めていないことを契約相手方に対
して明示的に伝達すべきである。
また、無断再委託が発覚し事後に承

認しているものも見られていることか
ら、再委託の予定等について、自発的
な期中の確認に努めるべきである。

３．契約の競争性の確保 ３．契約の競争性の確保

契約方式を確認したところ、１者見積りの随意契約を採用してい
る事例が約１割見られた。【図12】

また、その中には、３年連続で同一相手方との契約を行っている
事案も確認された。状況を確認したところ、競争入札や複数者見積
りを行うことができない状況と一般的には考えにくく、競争性確保
の余地がある事案が一部見られた。【表２】

○ 予算決算及び会計令
第99条の６ 契約担当官等は、随意契約によろうとするときは、
なるべく二人以上の者から見積書を徴さなければならない。

競争入札

50%
随意契約

（複数者見積り）

39%

随意契約

（１者見積り）

11%

(n=189)

【図12】契約方式 【表２】競争性確保の余地がある事案
（調査票の回答から抜粋）

（例１）作業日数及び作業時間が少ない
等の理由から応募が少ないと考えられる。

（例２）複数者から見積りを取った年度
でも同事業者が最低価格であったため、
１者見積りと複数者見積りの結果は同じ
と考えられる。

※どちらの事案も、発注者の推測であ
り、自ら競争性確保の余地をあらかじ
め排除してしまっている。

１者見積りの随意契約としている場
合は、やむを得ない事情がある場合を
除き、競争入札や複数者見積りの随意
契約とすることで競争性の確保に努め
るべきである。

再委託については、メリット・デメリットの両面を考慮しつつ、その上で、無断再委
託等の不適切な再委託がなされることのないよう、発注者側の責として、契約の適正な
履行の確保に努める必要がある。




